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資料８ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅における状況 

 

■ 住宅確保要配慮者の入居時における課題等（第４回公的住宅小委員会資料より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①入居に係る制限等【不動産業界団体ヒアより】 

■ 入居に係る制限 

 高齢者に関わらず，入居には以下の３点の確保が必須 
・家賃支払いができること（年金等の継続収入の有無） 
・万が一のことを考え，近隣に保証人（緊急連絡先）の確保ができること 
（死亡時，介護等が必要になった際の本人への対応や残置物，契約関係の整理等のため） 
・現に認知症等が疑われないこと（話がちゃんとできるか等） 

（その他個別意見） 
・目が不自由でないこと 
・家賃が払えそうであれば，収入額にはあまりこだわらない。 
・身寄りがない人は，死亡，認知症発症時の対応が非常に困難 
・保証会社の審査でも，緊急連絡先が必須。保証会社と連帯保証人がセットになる。 
・家主によっては，高齢者は全く駄目な場合もある。 
・転居理由を家主から聞かれる。転居の理由が，現在の住宅が手狭になったから別居するなど，近隣

に家族等が居住しているケースなど以外は難しい。 
・学生が多いマンション等については断られるケースが多い。 
・生活保護受給者は，ケースワーカーが生活状況を把握しており，万が一の際に対応してもらえるの

でそれほど支障はない。ただし家賃滞納は不安なので，特例納付ができるとより安心である。 

○不動産業界団体へのヒアリングの結果，賃貸住宅に入居の際には，高齢者に関わらず，主に以下

の３点の条件が必要となり，この条件から外れることにより入居ができない状況が生じているこ

とがわかった。 

 ・家賃支払いができること。 

 ・緊急時に備え，近隣に保証人が必要であること。 

 ・自立して生活が行えること。 

○また，保証人の確保において，賃貸住宅で近隣に身寄りの無い高齢者等に問題が発生した場合，

主に以下の３点において家主や管理会社に負担がかかることがわかった。 

 ・相続人捜索，遺体引取り・葬儀等の処分に係る負担 

 ・室内死亡の場合の清掃代，新規入居の場合の家賃値下げ 

 ・認知症等が発生した場合の生活支援等 

○すまいよろず相談では，車椅子対応等の賃貸住宅の情報を求めるものや単身高齢者が賃貸住宅に

住む場合の契約条件の情報を求めるもの等入居に関し情報が行き届いていない状況が見られる。
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■ 家主や管理会社に負担がかかる点 

 ・問題となるのは，近隣に身寄りのない(あるいは身内が非協力的等）高齢者に何かあった場合である。 

 ・相続人捜し，遺体の引き取りや葬儀，残存家財等の処分に係る負担 

 ・室内で死亡事故となったときのクリーニング代や新規入居者への家賃値下げの負担 

 ・認知症等を発症したりしたときの，本人の生活支援や施設入所への支援 

  （残置物処分に関し，一時保管，裁判所の手続き（弁護士費用），処分費で 100 万程度かかる場合

もある。新規入居者家賃は（経験上）半額以下になるうえ，他の部屋の入居者も退去することが多

いのでかなりの負担になる。） 

 

②すまいよろず相談の相談内容 

■ 事例①：高齢者関係 

 ・老人の一人暮らしで，新しく家を借りるのは難しいと聞いている。どういった契約ならば借りるこ

とができるのか知りたい。また，特優賃の契約についても知りたい。 
・母親が別の所で独居生活をしており，お風呂に入りにくくなってきたので，何とかしたいと相談さ

れている。素人判断で手すりを付けるだけでいけるように思うが，専門家のアドバイスをいただき

たい。 
 

■ 事例②：障がい者関係 

・車椅子利用者が賃貸住宅に住む為に特別にリフォームが出来るように配慮頂けるような制度などは

ないのでしょうか？また，そのようなリフォーム可能な賃貸住宅を紹介頂けないものでしょうか？ 
・車椅子で便器に横付け出来るような十分な広さを持った賃貸住宅はないのでしょうか？ 

 
■ 事例③：子育て関係 

 ・普通に生活しているのに，子供がうるさいなど隣人と騒音でもめている。 
 ・住む場所がない。母子支援施設に入居して，生活を安定させてから，旦那との復縁も考えています

が，出来る限りは，支援施設を頼らない様にしたいのでアドバイスがほしい。 
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■ 社会資本整備審議会 公的住宅賃貸部会 （平成 18 年 6 月 29 日） 

 
○近年，習慣・言葉や事故発生，他の入居者との協調性に対する不安を理由に「外国人」「高齢者」の

入居を制限している例が多い。（（財）日本賃貸住宅管理協会調べ）(上位３項目を枠囲い) 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○高齢者，一人親世帯などの社会的弱者は連帯保証人を確保できずに民間賃貸住宅に入居出来ない場合

がある。民間の家賃債務保証サービスはあるが，保証契約の締結に際して事前審査が行われるなど，

必ずしも社会的弱者が保証サービスを受けられるとは限らない。（平成 15 年「民間保証会社の家賃債

務保証サービス関連資料及びヒアリング」により作成） 



第１回京都市住宅審議会市場小委員会（参考資料） 

 20

資料 9 民間賃貸住宅のセーフティネット活用に向けた制度等 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ あんしん賃貸支援制度 

賃貸住宅への入居希望者が高齢者，障害者，外国人などの場合，「契約内容の理解不足」「家賃の支

払いの滞り」「部屋内での病気，死亡」「生活上のトラブル」等が不安であるために入居拒否が行われ

ることがある。 

このため，家賃債務保証や居住支援事業の提供により家主の不安を解消した上で，「入居を拒まな

い賃貸住宅」として住宅の登録を行い，高齢者等にはこれらの住宅，支援の情報を提供し，円滑な入

居を促進する制度である。 

 

＜制度の概要＞ 

 

（参考） 他自治体等の取組状況 

・制度を開始している都道府県：１３都府県 

（岩手，宮城，東京，神奈川，愛知，京都，大阪，兵庫，奈良，広島，福岡，佐賀，鹿児島） 

・居住支援の情報を登録している政令市：６市（川崎，横浜，京都，大阪，神戸，北九州） 

  現時点では，居住支援情報として登録されているのは，そのほとんどが，自治体の福祉部局の窓口

や住宅相談を実施している外郭団体等である。 

 

 

 

事業対象者（高齢者，障害者，

外国人，子育て世帯） 

家主 

 

◆不動産業者◆ 

・事業対象者への住宅のあっせん，助言 

・制度への賃貸住宅の登録の促進，情報の登録

◆ 行政，ＮＰＯ等による居住支援 ◆ 

・契約手続きの立会い，生活相談，見守り 等 

（京都市独自のものでは，老人福祉員，配食サー

ビスによる見守り，緊急通報システム等が想定さ

れる。） 

賃 貸 契 約 

支 援 
居住支援 あっせん・仲介 趣旨説明・登録勧誘 

◆ 市町村 ◆ 

居住支援の情報提供等 

◆ 都道府県 ◆ 

・制度設計，住宅登録 

○ あんしん賃貸支援制度 

 高齢者等を対象とする民間賃貸住宅への入居支援（川崎市の例）  

○ 終身建物賃貸借制度 

○ 高齢者向け優良賃貸住宅，高齢者円滑入居賃貸住宅 

○ 家賃債務保証制度 

○ 京都地域留学生住宅保証制度 
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■ 高齢者等を対象とする民間賃貸住宅への入居支援の例（「川崎市居住支援制度」） 

アパートなどの民間賃貸住宅を借りる際，高齢者等で保証人が見つからない場合に，川崎市が指定

する保証会社を利用することで，民間賃貸住宅への入居を支援する制度。家賃の滞納や原状回復費な

どの金銭的な保証を保証会社が行い，言葉の違いによるトラブル発生時の通訳派遣や障害者団体等に

よる入居者の見守りなどの支援を川崎市や支援団体が行う。 

あんしん賃貸支援事業のモデルとなった制度。 

 
３ 終身建物賃貸借制度（生涯にわたって住み続けることが可能な賃貸借契約） 

住宅の賃貸事業者がバリアフリー化された住宅を高齢者の生涯にわたって賃貸しようとするとき

に，賃借人が生きている限り存続し死亡した時に終了する(相続性を排除する)，賃借人本人一代限り

の賃貸借契約を結ぶことができる制度。（「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づく）住宅を

賃貸しようとする事業者は，認可を受けて，高齢者に対し終身建物賃貸借事業を実施。 

○終身建物賃貸借契約を活用できる者 

・60 歳以上の単身高齢者 

・60 歳以上の高齢者で同居者が配偶者若しくは 60 歳以上の親族であるもの又は当該高齢者と同

居するその配偶者 

○知事の認可を受けた賃貸住宅とは 

・原則として 25m2/戸以上，バリアフリー 

・権利金その他の借家権の設定の対価を受領しない 

・家賃の全部又は一部を前払い金として一括して受領する場合には保全措置が講じられている 
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４ 高齢者向け優良賃貸住宅，高齢者円滑入居賃貸住宅 

①高齢者向け優良賃貸優宅（国土交通省ＨＰより） 
○目的 

高齢社会の急速な進展に対応し，増大する高齢者単身・夫婦世帯等の居住の安定を図るため，民間活

力を活用し，高齢者の身体機能に対応した設計，設備など高齢者に配慮した良質な賃貸住宅ストックの

早急な形成を促進します。 
 
○内容 
・民間事業者等による高齢者向けの賃貸住宅の供給を促進します 
・新築に加え，既存住宅等も改良して活用します。また，機構，公社の既存ストックも改良して活用し

ます 
 
【供給方式】 
・高齢者向けの賃貸住宅の整備及び管理をしようとする者（都市再生機構及び地方公共団体を除く。）

が都道府県知事等による規定を受けた供給計画に基づき供給する。 
 
○対象要件 
【施策対象】 

高齢者（６０歳以上）単身・夫婦世帯等（入居に係る収入要件なし） 

【住宅の基準】 

戸数： ５戸以上 

規模： 原則として 25m2 以上／戸(居間，食堂等を共同して利用する場合には 18m2 以上) 

構造：原則として耐火構造又は準耐火構造であること 

・高齢者の身体機能に対応した設計，設備であること 

・緊急時に対応したサービスを受けうること 
 
○高齢者向け優良賃貸住宅のイメージ 
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②高齢者円滑入居賃貸住宅（財団法人高齢者住宅財団パンフレットより） 
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５ 家賃債務保証制度（財団法人高齢者住宅財団パンフレットより） 

・高齢者の家賃の不払いに対する家主の不安感を解消することにより，高齢者が賃貸住宅に入居しやす

くすることを目的として創設。 
・当初は「高齢者世帯」のみを対象として事業を開始し，その後平成１７年９月より「障害者世帯」を，

平成１９年７月より「子育て世帯」及び「外国人世帯」を対象に追加。 

・滞納家賃は６か月分，原状回復費用及び訴訟費用は９か月分を限度に保証を行う。 
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６ 京都地域留学生住宅保証制度 

 

 

 

※財団法人大学コンソーシアム京都 HP より 
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資料１０ 既存住宅の流通促進における国の検討状況 

 

■ 社会資本整備審議会 第 22 回住宅宅地分会資料（平成 21 年 2 月 24 日） 

○消費者が安心して既存住宅を選択し，適切なリフォームを行うことができるよう既存住宅の流通の促

進及びリフォーム市場のための具体的な方策のあり方について国土交通大臣から社会資本整備審議

会に対して，平成 21 年 1 月 30 日付けで諮問がされた。 

○現在，既存住宅・リフォーム部会が設置されたところであり，年内の答申を目処に審議が行われる。 
 
■ 主な論点 
１ 賃貸住宅を巡る紛争の防止のための方策 

（略） 
２ 賃貸住宅を巡る紛争の円滑な解決のための方策 

（略） 
３ 民間賃貸住宅ストックの質の向上のための方策 

・民間賃貸住宅ストックを有効活用していくために，その適正な維持修繕を促進するための方策を検

討する必要があるのではないか。 
・既存住宅ストックも活用しつつ良質な賃貸住宅を供給するために，持家の賃貸化の促進，定期借家

制度の活用促進のための方策を検討する必要があるのではないか。 
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資料１１ 中古住宅の流通促進に向けた取組事例（北海道中古住宅流通社会実験の概要） 

（平成 18 年度北海道における中古住宅流通促進方策推進業務報告書） 

 
○目的 

・中古住宅市場が活性化するためには，中古住宅の調査手法や履歴保存内容（建設時・リフォーム時の

工事データ等），住宅性能と連動した価格査定，性能保証などしくみの構成要素である各種制度の整

備を図る必要がある。 

・中古住宅の流通が促進される住宅市場のしくみを想定し，そのしくみの実現に向けた各種制度を試行

的に付与した上で，民間事業者が扱う具体の売買物件をモデルとして，現地調査，リフォーム，販売

までを実際の市場を活用した社会実験により，想定したしくみの検証を行った。 

 

○検証項目 

① 建築時の記録の有無：建築過程の記録や設計図書の保存の有無を確認 

② 現況調査：住宅検査人を道から派遣して現況詳細調査を実施 

③ リフォームアドバイス：住宅検査人からの住宅診断書の提出と道からの性能向上リフォームに関

するアドバイス 

④ 性能向上リフォーム：現況調査の結果を考慮し，不足している性能向上リフォームを実施 

⑤ 修繕・リフォーム履歴の保存：使用資材，工事写真，図面などの記録を作成しデータとして保存 

⑥ 住宅性能表示：指定検査機関による既存住宅性能表示制度に基づく現況調査の実施 

⑦ 住宅性能保証：第３者機関による瑕疵保証制度の活用や自社による保証の付与 

⑧ 性能・仕様に基づく価格査定：「北海道版価格査定マニュアル」に基づく査定の実施 

⑨ 金融機関への協力依頼：モデル住宅への金利優遇について，道から金融機関へ協力依頼 

⑩ 見学会（オープンハウス）：完成後見学会での来場者アンケートの実施 

 

○募集対象 

次に掲げる要件をすべて満たしていること。 

①札幌市内とその近郊又は旭川市内とその近郊にあること 

②建築基準法等の関係法令を遵守していること 

③リフォームによっても改修できないような重大な欠陥がないこと 

④構法は，木造在来又はツーバイフォーであること 

⑤基礎が鉄筋コンクリート造であること 

⑥応募事業者が所有又は所有を予定している物件で，当募集によりモデル住宅として選定された後に

改修に着工し，平成１８年１２月までに販売を予定していること 

 

○実験結果 

3 件のモデル住宅による社会実験の結果は，以下のとおりである。 

 

【しくみの検証結果について（概略）】 

① 建築時の記録の有無 

⇒建築過程の記録や改築の記録を保管している物件はなかった。また，設計図と現況に相違が見られ

た物件もあった。 

② 現況調査 

⇒現況調査を普及させるためには，短時間で効率的に調査を実施する必要があり，調査項目は部位ご

とにまとめ，重要な項目に絞って調査していくことが重要。 

③ リフォームアドバイス 

⇒事業者へのリフォームに関する理解や関心が高まり，事業者へのヒアリングにおいても，アドバイ

スが有効であったとの意見が出された。 

⇒再生住宅における明確な目標がないため，基準を達成するためのアドバイスや改修方法を普及させ

ていくことが必要。 

④ 性能向上リフォーム 

⇒コストを意識した性能向上リフォーム手法の開発と普及が重要。 
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⑤ 修繕・リフォーム履歴の保存 

⇒リフォーム工事では，新築工事以上に設計図書や施行現場の記録をとるという習慣が浸透しておら

ず，施工写真が不足してい住宅もあり，今後，履歴保存の重要性についての普及啓発が必要。 

⑥ 住宅性能表示 

⇒一般の人にわかりやすく性能を伝える工夫が必要。 

⑦ 住宅性能保証 

⇒来場者アンケートの結果から，買い手の８～９割は「住宅性能表示」や「住宅保証」が付いている

中古住宅を購入したいとの意向だが，重視することでは「立地，利便性」や「陽当り」等であった。 

⇒また，中高住宅購入にあたっての不安は保証がないこと，という意見も数件あった。 

⑧ 性能・仕様に基づく価格査定 

⇒価格と品質の妥当性が判断できる環境整備を進めることが必要。 

⑨ 金融機関への協力依頼 

⇒通常の住宅ローンから 0.2％の金利優遇で対応していただいた。住宅性能の向上を証明する材料と

して，工事中の記録はもとより，リフォーム後の性能測定値（断熱性能（熱損失係数），気密性能

（相当隙間面積））が効果を発揮。 

⑩ 見学会（オープンハウス） 

 ⇒リノベーションが，まだ十分に知られていないため，リフォーム途中の構造見学会といった，過程

を見せる見学会により興味を持ってもらうといった取組の必要性も感じられた。 

⇒来場者アンケートの結果から，消費者が中古住宅を購入する際の優先順位では，リフォーム後の外

観やデザイン性を重視する声が高く，耐震性や気密性といった性能はその後に位置づけられている。 

⇒中古住宅の販売方法については，アンケート回答者の約６割の方が「リフォーム・リノベーション

工事をオーダーメイドで注文したい」と考えており，「完全にリフォーム・リノベーションをして

から販売してほしい」は約３割という結果。 

  

【流通状況について】 

モデル住宅第 1 号（買い手が決まらない） 

：交通利便性のさほど良くない住宅地（最寄りのＪＲ駅から徒歩 16 分）に位置しているが，駐車スペ

ースとしては２台分を確保。ほぼ既存の間取りを活かし，（一部間仕切り変更），設備や気密性・断熱

性を更新し，構造部分の５年の瑕疵保証が付けられている。販売開始約２ヶ月半後には販売価格を

2,247 万円から 2,180 万円に下げたものの買い手決定に至っていない。 

 

モデル住宅第 2 号（オープンハウスと同時に買い手が決まる） 

：交通利便性のさほど良くない（最寄りの地下鉄駅からバスに乗り換え，バス停から徒歩２分）住宅地

に位置する物件。エリアの同年代の中古住宅と比較すると若干高い価格設定だったが，構造と雨水の

５年の瑕疵保証をつけ，デザイン性を打ち出した住宅にリノベーションしたことで，リノベーション

住宅に興味を持つ，小さな子どものいる若い夫婦世代等に共感を得られ，オープンハウスと同時に買

い手が決まる。 

 

モデル住宅第 3 号（社会実験当初から買い手が決まる） 

：利便性の良い土地を探していた５０代の夫婦が購入した。この物件のみ，社会実験に参加当初から，

買い手が決まっていた物件。買い手は，希望のエリアに更地がなかったことから，希望の土地に立つ

店舗付き住宅を購入し，自分たちの要望により専用住宅にリノベーションする手法を選択。 

 

○考察 

①住まい手のニーズが取り入れられていない場合，販売価格を下げ，安さを魅力に売却しなくてはなら

なくなる可能性がある。 

②リノベーションについての消費者，事業者への普及啓発や支援が重要である。 

③中古住宅流通においても，品質の確保に加え，住まい手のニーズを的確に反映できる市場の形成が重

要
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■ あるべき住宅市場の実現に向けた８つの取組 

・社会実験の結果等も踏まえ，信頼性が高く，住まい手のニーズに対応した住宅の流通促進に必要な「あ

るべき住宅市場のしくみ」として，課題を浮き彫りにし，その上で，課題解決に向けた今後の取組事

項を次の８項目に整理している。 

・現在，①については他事業で，②，③，⑧についは具体化に向けて検討し，④，⑤，⑦については民

間への働きかけを行っている。また，⑥については住宅保証検査機構が北海道内限定で「リノベーシ

ョン検査保証制度」のサービス提供を行っている。 
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資料 1２ リフォネットの概要（リフォネットＨＰより） 
・リフォネットでは，地方公共団体や都道府県住宅リフォーム推進協議会等で策定・運営がなされてい

る地域独自の事業者情報登録・提供制度と「リフォネット」事業者登録制度との連携を推進している

が，本市ではまだ実施していない。 

 

【リフォネットとは】 

・リフォーム支援ネット「リフォネット」は，リフォームをされる皆さんが安心してリフォームを行え

る環境づくりを目的として（財）住宅リフォーム・紛争処理支援センターが運営しているインターネ

ットサイト。 

・リフォーム事業者の情報を中心に，住宅リフォームを実施するために必要となるリフォーム関連情報

を公平・中立な立場で提供している。 

 

【提供しているリフォーム関連情報】 

■リフォームに役立つ情報を提供 

・住宅リフォームの進め方 

・リフォームの事例 

・リフォーム見積ガイダンスシステム 

・リフォーム工事用標準契約書式 

・住宅バリアフリー化情報提供システム 

・その他リフォーム関連お役立ち情報の提供 

 

■「リフォネット」登録事業者検索システム 

リフォーム事業者の情報を提供します 

・リフォネット登録事業者の検索 

・リフォネット登録事業者の確認 

 ※京都市内に事務所のある登録時業者数：５６             ※リフォネットＨＰより 

 

■工事登録制度 

 

【地方公共団体等との連携】 

・各都道府県において，都道府県や住まいづくり・まちづくりセンター，関係業界団体，消費者団体等

により組織される「都道府県住宅リフォーム推進協議会（地域協議会）」の設置が進められている。

地域協議会では，消費者への啓発，事業者への研修の実施，地方公共団体等が運営するリフォーム相

談窓口への協力等の事業を実施し，当財団と連携して消費者が安心してリフォームを行うことのでき

る住宅リフォーム市場の環境整備等の推進を図っている。 

 

■地域協議会を設置している都道府県(平成 21 年 3 月現在) 

・２２都道府県（北海道，青森県，岩手県，山形県，福島県，茨城県，埼玉県，富山県，石川県，愛知県，

兵庫県，奈良県，島根県，岡山県，広島県，山口県，徳島県，福岡県，佐賀県） 

・連携の事例（福岡県リフォーム推進ネットワーク）   

リフォーム工事の契約や施工上のトラブルや，高齢者に対するリフォーム詐欺などの問題がある中，

リフォームの内容に応じた工事を安心して依頼できる最寄りの住宅リフォーム事業者の情報を提供

する窓口として，「福岡県リフォーム推進ネットワーク」が複数の住宅リフォームの施工グループで

構成されている。 

・希望のリフォーム内容を協議会事務局に連絡すると，工事内容に合った施工グループが紹介され，所

属する複数事業者から見積もりをとって比較・検討することができる。 

・登録事業者リストにリフォネットを利用することで，事業者情報提供の際のＨＰ作成やデータ更新等

の事務負担を軽減している。 

 


